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１　改革の概要

２　納付金の算定方法

資料１
納付金・標準保険料率・保険税調定額について

都道府県が財政運営の責任主体となり国保運営の中心的な役割を担うことで、制

度を安定化

・保険給付に必要な費用を、全額、東京都が区市町村に支払う。

・区市町村ごとの納付金を算定し、区市町村は東京都に納付金を支払う。

・納付金を賄うための標準保険料率を提示（住民負担の見える化）

区市町村は、従来通り保険者として保険給付、保険料率の決定、賦課・徴収、保

健事業等を引き続き担うとともに、納付金を都道府県に納付

都
道
府
県

区
市
町
村

住

民

① 区市町村ごとの納付金を決定

② 標準保険料率を提示

③ 標準保険料率を参考に、

保険料率を決定し、賦課

⑤ 納付金を支払う
④ 保険料の徴収

■各区市町村に納付金を配分する際の基本的な考え方

○医療費水準

→α＝0.83

（理由）

・納付金ベースの統一に向けて、現時点において、東京都全体で、令和１１年

度にα＝0（医療費水準を納付金の配分に反映させない）考え方であるため、

令和６年度から0.17ずつ引き下げていく。

○所得水準

→都の所得水準（医療分：1.34 応能分：応益分＝57：43（1.34：1））を反映

（理由）

・同じ保険料率であっても、所得水準に応じて集められる保険料総額に違いが

生じるため。

医療給付費

8,213億円

後期支援金

1,765億円

介護納付金

667億円

国・都

公費

3,661

億円

前期

高齢者

交付金

2,324

億円

納付金

必要額

4,660

億円

■都の納付金必要額

（令和６年度仮係数による算定）
都全体に

占める所

得割合

都全体に

占める被

保険者数

割合

当該

区市

町村

の納

付金

＝

57

43

：

応能分

2,656

億円

応益分

2,004

億円

医療

費指

数

■区市町村ごとの納付金算定方法

×

×

×
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３　標準保険料率の算定方法

　○標準保険料率の２つの役割

⑴各区市町村のあるべき保険料率（標準的な住民負担）の見える化

⑵各区市町村が具体的に目指すべき、直接参考にできる値

　○都道府県は、各区市町村に対して、以下の３つの標準保険料率を示す。

①都道府県標準保険料率

４　保険税調定額の算出方法
　⑴　区市町村の財政構造のイメージ

　⑵　保険税調定額の算出方法

歳
入

     必要な保険税総額

保険税で
集めるべき額

保険税で集め
るべき額（保
健事業等分）

納付金

歳
出

納付金

全国統一の算定基準による当該都道府県の保険料率の標準的な水
準を表す

都道府県内統一の算定基準による区市町村ごとの保険料率の標準
的な水準を表す
⇒都においては２方式（所得割及び均等割）

②区市町村標準保険料率

各区市町村の算定基準に基づく保険料率
③区市町村ごとの算定基
準にもとづく標準的な保
険料率

その他国民健
康保険に要す
る経費

保険給付費
保健

事業費

公費
法定内

一般会計
繰入金

■②区市町村標準保険料率及び③区市町村ごとの算定基準に基づく標準的な保険料率の算定方法

＋

保健事業費

葬祭費等

÷
標準的な

収納率
＝

賦課すべき保険料

必要総額
標準

保険料率

②は、区市町村ごとの所得等を反映し、応能分・応益分にわけて算定

③は、区市町村ごとの算定方式（２方式等）及び応能分・応益分等の

割合に応じて算定（区市町村の保険料率の算定基準が②と異なること

もあるため、参考に提示）

・保健事業

・出産育児一時金

・葬祭費 など

・保険給付費等交付金

・都費補助金 など

法定外

一般会計

繰入金

納付金に、保健事業費及び保険給付費のうち保険給付費等交付金の対象とならない出産

育児一時金・葬祭費の費用等を加算し、そこから法定内一般会計繰入金及び保険給付費等

交付金など市町村に交付されることが見込まれる公費を差し引いた額が「必要な保険税総

額」となる。

必要な保険税総額を「標準的な収納率」で割り戻し、「保険税調定額」を算出する。

設定した保険税率で算出した保険税調定額が、必要な保険税総額に満たない場合は法定

外一般会計繰入金で補填することになる。
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５　令和６年度仮係数に基づく納付金・保険税調定額

６　令和６年度仮係数に基づく標準保険料率

単位　円

97.13%

合計介護分後期分医療分

97.53%

納付金（d'）

必要な保険税総額（ｅ）

標準的な収納率（ｓ） 97.53%

2,699,128,807 895,116,315 304,406,961 3,898,652,083

2,318,366,499 833,972,586 280,337,936 3,432,677,021

2,377,080,384 855,093,393 288,621,369 3,520,795,146

後期支援分 介護納付金分

所得割 均等割 所得割 均等割

保険税調定額（ｅ'）

①都道府県標準保険料率

②区市町村標準保険料率

③区市町村ごとの算定基準
にもとづく標準的な保険料
率

医療分

54,509円9.04%

所得割 均等割

7.86% 47,410円

8.94% 32,090円

2.88% 16,924円 2.30%

15,021円

2.99% 17,241円2.37%17,559円

16,697円

2.86% 15,138円 2.39%
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 資料２ 

 

 

令和６年度国民健康保険税税制改正内容（案） 

 

 

１ 賦課限度額の引上げ 

 

 改正前（令和５年度） 改正後（令和６年度予定） 

賦課限度額 医療分 ６５万円 改正なし 

賦課限度額 後期高齢者支援金分 ２２万円 ２４万円 

賦課限度額 介護分 １７万円 改正なし 

 

 

２ 減額の対象となる所得の基準 

前年中の所得が一定額以下の世帯に対して、被保険者均等割を減額（７割、５

割又は２割）する措置の、減額の対象となる所得の基準を変更し、５割及び２割

減額世帯の対象を拡大する。 

 

◎軽減判定に係る世帯の所得基準額 

 改正前 改正後（予定） 

７割減額 ４３万＋（給与所得者等の数－１）× 

１０万 

改正なし 

５割減額 ４３万＋国保加入者の数×２９万＋ 

（給与所得者等の数－１）×１０万 

４３万＋国保加入者の数×２９．５万＋ 

（給与所得者等の数－１）×１０万 

２割減額 ４３万＋国保加入者の数×５３．５万＋ 

（給与所得者等の数－１）×１０万 

４３万＋国保加入者の数×５４．５万＋ 

（給与所得者等の数－１）×１０万 

 

※  上記１は、令和５年１２月２２日において、閣議決定された「令和６年度税制

改正の大綱」の内容である。 



資料３

（１）　医療分

　　①　改定内容

改　定　前 改　定　後  差引:改定に伴う影響額

 所  得  割 6.04% 6.04% 0.00%

 均  等  割 26,000円 26,000円 0円

 賦 課 限 度 額 650,000円 650,000円 0円

　　②　改定額内訳 (単位：千円)

改　定　前 改　定　後  差引:改定に伴う影響額

 所 得 割 総 額　㋐ 1,527,667 1,527,667 0

 均 等 割 総 額　㋑ 512,768 512,768 0

 低所得者軽減額等　㋒ 122,006 122,708 702

 賦課限度額超過額　㋓ 363,336 363,336 0

 端数調整額（100円未満切捨
分等）㋔ 3,078 3,078 0

 調 定 見 込 額
（㋐+㋑）-（㋒+㋓+㋔） 1,552,015 1,551,313 △ 702

 応能割応益割の構成比率
応能割69.43%
応益割31.71%

応能割69.43%
応益割31.71%

 調定見込額改定率

（２）　後期高齢者支援金分
　　①　改定内容

改　定　前 改　定　後  差引:改定に伴う影響額

 所  得  割 2.05% 2.05% 0.00%

 均  等  割 13,000円 13,000円 0円

 賦 課 限 度 額 220,000円 240,000円 20,000円

　　②　改定額内訳 (単位：千円)

改　定　前 改　定　後  差引:改定に伴う影響額

 所 得 割 総 額　㋐ 517,660 517,660 0

 均 等 割 総 額　㋑ 255,971 255,971 0

 低所得者軽減額等　㋒ 60,905 61,255 350

 賦課限度額超過額　㋓ 126,056 119,389 △ 6,667

 端数調整額（100円未満切捨
分等）㋔ 1,557 1,557 0

 調 定 見 込 額
（㋐+㋑）-（㋒+㋓+㋔） 585,113 591,430 6,317

 応能割応益割の構成比率
応能割60.47%
応益割39.53%

応能割60.88%
応益割39.12%

 調定見込額改定率

小金井市国民健康保険税改定内容 (案）総括表

△ 0.05%

1.08%
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（３）　介護分
　　①　改定内容

改　定　前 改　定　後  差引:改定に伴う影響額

 所  得  割 2.00% 2.00% 0.00%

 均  等  割 15,000円 15,000円 0円

 賦 課 限 度 額 170,000円 170,000円 0円

　　②　改定額内訳 (単位：千円)

改　定　前 改　定　後  差引:改定に伴う影響額

 所 得 割 総 額　㋐ 214,374 214,374 0

 均 等 割 総 額　㋑ 103,050 103,050 0

 低所得者軽減額等　㋒ 23,622 23,706 84

 賦課限度額超過額　㋓ 45,521 45,521 0

 端数調整額（100円未満切捨
分等）㋔ 179 179 0

 調 定 見 込 額
（㋐+㋑）-（㋒+㋓+㋔） 248,102 248,018 △ 84

 応能割応益割の構成比率
応能割62.10%
応益割37.90%

応能割62.10%
応益割37.90%

 調定見込額改定率

（４）　全体分

改　定　前 改　定　後 改定に伴う影響（増減）

 調定見込額 2,385,230千円 2,390,761千円 5,531千円

 応能割、応益割の構成比率
応能割　66.43%
応益割　33.57%

応能割　66.51%
応益割　33.49%

応能割　0.08%
応益割△0.08%

増　減　率

0.23%

19,935人

改　定　前 改　定　後 一人当たりの影響額

一人当たりの国民健康保険税
（医療分・支援分・介護分） 119,650円 119,928円 277円

△ 0.03%

 改定に伴う調定額全体分の増減率

（５）　一人当たりの国民健康保険税（医療分・支援分・介護分）

被保険者総数（令和６年度平均見込）

2



1 

令和６年度税制改正に伴う国民健康保険税収入への影響額等について  資料４ 

 

１ 国民健康保険税賦課限度額改定 

（１）改定内容 

令和６年度税制改正による賦課限度額                              

 医 療 分 後期高齢者支援金分 介 護 分 合  計 

現行限度額 ① ６５万円 ２２万円 １７万円 １０４万円 

改定限度額 ② ６５万円 ２４万円 １７万円 １０６万円 

差額 ② － ① ０円 ２万円増 ０円 ２万円増 

 

（２）国民健康保険税収入への影響額 

賦課限度額の引上げに伴う影響額（調定ベース） 

 賦課限度額超過額 

改定前 (A) 

賦課限度額超過額 

改定後 (B) 
影 響 額 (B)- (A) 増減割合 

医 療 分 363,336千円 363,336千円 0円 0% 

後期高齢者 

支援金分 
126,056千円 119,389千円 △6,667千円 △5.29% 

介 護 分 45,521千円 45,521千円 0円 0% 

合  計 534,913千円 528,246千円 △6,667千円 △1.25% 

                            （収入ベース影響額 6,496千円増） 

※収入ベース影響額＝{6,667千円（調定ベース影響額）×97.44 ％（後期高齢者支援金分の収入率）} 

＝6,496千円増 

 

（３）国民健康保険税賦課限度額に到達する世帯の推計 

 医 療 分 

全体 14,851世帯 
後期高齢者支援金分 

全体 14,851世帯 
介 護 分 

全体 6,233世帯 

現行限度額に到達

する世帯数 (B) 
352世帯（2.37%） 379世帯（2.55%） 249世帯（3.99%） 

改定限度額に到達

する世帯数 (C) 
352世帯（2.37%） 

329世帯（2.22%） 

※改定により２万円増額 
249世帯（3.99%） 

差引世帯数  

(B)-(C) 
0世帯 

50世帯 
※改定により100円以上 

２万円未満増額 
0世帯 

 



２ 国民健康保険税軽減判定基準額改定 

（１）改定内容 

令和６年度税制改正による軽減判定に係る世帯の所得基準額                             

 
改正前 改正後 

７割軽減 
４３万＋（給与所得者等の数－１）× 

１０万 
改正なし 

５割軽減 
４３万＋国保加入者の数×２９万＋ 

（給与所得者等の数－１）×１０万 

４３万＋国保加入者の数×２９．５万＋（給

与所得者等の数－１）×１０万 

２割軽減 
４３万＋国保加入者の数×５３．５万＋ 

（給与所得者等の数－１）×１０万 

４３万＋国保加入者の数×５４．５万＋ 

（給与所得者等の数－１）×１０万 

（２）国民健康保険税収入への影響額 

軽減判定改定に伴う影響額（調定ベース） 

 低所得者軽減額 

改定前 (B) 

低所得者軽減額 

改定後 (C) 
影 響 額 (C)-(B) 増減割合 

医 療 分 122,006千円 122,708千円 702千円 0.58% 

後期高齢者

支援金分 
60,905千円 61,255千円 350千円 0.57% 

介 護 分 23,622千円 23,706千円 84千円 0.36% 

合  計 206,533千円 207,669千円 1,136千円 0.55% 

                              （収入ベース影響額 1,107千円減） 

※小金井市国民健康保険税改定内容（案）総括表のデータを使用 

※収入ベース影響額：{（702千円+350千円（調定ベース影響額））×97.53％（医療分・後期高齢者支 

援金分の収入率）}＋{84千円×97.13％（介護分の収入率）}＝1,107千円 

（３）国民健康保険税軽減の対象となる世帯の推計 

※パーセンテージについては、端数処理により各軽減割合の合計と全体分が合わないことがある。 
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 軽減割合 
医療分・後期高齢者支援金分 

（全体 14,851世帯） 
介護分（全体 6,233世帯） 

改定前世帯数 

７割軽減 3,957世帯（26.65%） 1,552世帯（24.90％） 

５割軽減 1,296世帯（8.73%）  544世帯（8.73％） 

２割軽減 1,211世帯（8.15%）  439世帯（7.04％） 

全  体 6,464世帯（43.53％） 2,535世帯（40.67％） 

改定後世帯数 

７割軽減 3,957世帯（26.65%） 1,552世帯（24.90％） 

５割軽減 1,316世帯（8.86%）  549世帯（8.81%） 

２割軽減 1,243世帯（ 8.37%）  451世帯（7.24%） 

全  体 6,516世帯（43.88％） 2,552世帯（40.94％） 

差引世帯数 

７割軽減     0世帯（ 0.00％）     0世帯（ 0.00％） 

５割軽減   20世帯（ 0.14％）     5世帯（ 0.08％） 

２割軽減   32世帯（ 0.22％）     12世帯（ 0.19％） 

全  体   52世帯（ 0.35％）     17世帯（ 0.27％） 



資料５　

医療分 後期高齢者支援金分 介護分

応能割 応益割 応能割 応益割

所 得 割 資 産 割 均 等 割 平 等 割 所 得 割 均 等 割 所 得 割 均 等 割

平成27年度
5.5% 7.5% 21,000円 6,600円 52万円 1.95% 14,000円 17万円 1.9% 16,000円 16万円

医療分：52万円
後期高齢者支援金分：17万円
介護分：16万円

平成28年度
54万円 19万円

医療分：54万円
後期高齢者支援金分：19万円

平成29年度

平成30年度
26,000円 0円 58万円

医療分：58万円

令和元年度
5.55% 61万円 2.05% 13,000円 2.00% 15,000円

医療分：61万円

令和2年度
5.75% 63万円 17万円

医療分：63万円

介護分：17万円

令和3年度

令和4年度
6.04% 65万円 20万円

医療分：65万円
後期高齢者支援金分：20万円

令和5年度
22万円 後期高齢者支援金分：22万円

令和6年度（案）
後期高齢者支援金分：24万円

※　改定があった年度のみ、該当欄に数値を記載

小金井市国民健康保険税税率改定状況

年    度 備考（法定限度額）応能割 応益割
限 度 額 限 度 額 限 度 額



　　　

1 八 王 子 市 7.29 ― 43,000 ― 65 2.38 ― 13,600 ― 22 2.28 ― 16,700 ― 17 ○

2 立 川 市 6.58 ― 32,100 ― 61 2.24 ― 11,700 ― 19 1.69 ― 14,500 ― 16 ○

3 武 蔵 野 市 5.10 ― 27,400 ― 65 1.95 ― 10,600 ― 20 1.65 ― 12,900 ― 17 ○

4 三 鷹 市 5.30 ― 28,000 ― 63 2.00 ― 11,200 ― 19 1.50 ― 13,000 ― 17 ○

5 青 梅 市 6.00 ― 30,600 ― 65 1.95 ― 11,200 ― 22 1.85 ― 12,200 ― 17 ○

6 府 中 市 4.75 ― 23,720 ― 65 1.48 ― 7,440 ― 20 1.55 ― 9,840 ― 17 ○

7 昭 島 市 5.60 ― 27,500 ― 65 2.25 ― 11,500 ― 22 1.70 ― 14,500 ― 17 ○

8 調 布 市 5.52 ― 29,000 ― 65 1.98 ― 10,300 ― 20 1.75 ― 12,000 ― 17 ○

9 町 田 市 6.25 ― 36,500 ― 65 2.09 ― 12,100 ― 22 1.94 ― 14,600 ― 17 ○

10 小 金 井 市 6.04 ― 26,000 ― 65 2.05 ― 13,000 ― 22 2.00 ― 15,000 ― 17 ○

11 小 平 市 5.68 ― 25,700 ― 65 2.08 ― 11,600 ― 20 1.61 ― 15,300 ― 17 ○

12 日 野 市 5.60 ― 32,400 ― 65 1.90 ― 11,400 ― 22 1.70 ― 13,200 ― 17 ○

13 東 村 山 市 6.00 ― 36,800 ― 65 2.05 ― 12,400 ― 22 2.05 ― 15,400 ― 17 ○

14 国 分 寺 市 5.46 ― 28,000 ― 65 1.80 ― 12,000 ― 20 1.57 ― 14,000 ― 17 ○

15 国 立 市 5.50 ― 20,000 ― 65 1.80 ― 10,000 ― 22 1.85 ― 11,000 ― 17 ○

16 福 生 市 5.00 ― 27,000 ― 65 2.17 ― 12,800 ― 20 1.73 ― 13,500 ― 17 ○

17 狛 江 市 5.51 ― 27,200 ― 65 1.92 ― 11,000 ― 22 1.79 ― 13,300 ― 17 ○

18 東 大 和 市 7.42 ― 37,200 ― 65 2.52 ― 12,300 ― 22 2.45 ― 14,100 ― 17 ○

19 清 瀬 市 5.48 ― 28,000 ― 65 1.87 ― 10,000 ― 22 1.90 ― 13,000 ― 17 ○

20 東久留米市 5.52 ― 34,700 ― 65 2.15 ― 12,900 ― 22 1.88 ― 14,400 ― 17 ○

21 武蔵村山市 6.24 ― 33,400 ― 65 1.81 ― 12,500 ― 22 1.76 ― 13,000 ― 17 ○

22 多 摩 市 5.59 ― 28,200 ― 65 1.82 ― 11,600 ― 22 1.62 ― 11,800 ― 17 ○

23 稲 城 市 5.16 ― 34,100 ― 65 1.19 ― 8,300 ― 22 2.19 ― 13,100 ― 17 ○

24 羽 村 市 6.09 ― 25,800 ― 65 2.24 ― 10,700 ― 22 2.10 ― 12,800 ― 17 ○

25 あきる野市 5.79 ― 30,000 ― 65 2.08 ― 11,400 ― 22 1.97 ― 13,500 ― 17 ○

26 西 東 京 市 5.41 ― 31,600 ― 65 1.68 ― 6,500 ― 22 1.64 ― 14,300 ― 17 ○

市 部 平 均 5.76 ― 30,151 ― 65 1.98 ― 11,155 ― 21 1.84 ― 13,498 ― 17 26 ―

※網掛け部分は令和４年度から改定されている。

　　　　　令和５年度　２６市国民健康保険税（料）率等の状況 資料６

国　民　健　康　保　険　税　（料）　率　・　賦　課　限　度　額 ７割
５割
２割
軽減

資産割
（％）

均等割
（円）

平等割
（円）

限度額
（万円）

所得割
（％）

平等割
（円）

限度額
（万円）

均等割
（円）

平等割
（円）

限度額
（万円）

所得割
（％）

６割
４割
軽減

基礎課税（賦課）分 後期高齢者支援金等課税（賦課）分 介護納付金課税（賦課）分

所得割
（％）

資産割
（％）

資産割
（％）

均等割
（円）


